
 

 

 ■ 調査目的   若年性認知症の有病率及び生活実態、支援ニーズ等を把握し、今後の東京都の若年性認知症施策の基礎資料とする。 
 

 ■ 実施地域   豊島区、北区、板橋区、練馬区 
 

 ■ 実施期間   平成３０年度（１年間） 
 

 ■ 実施方法   （地独）東京都健康長寿医療センターに委託、国庫補助（若年性認知症施策総合推進事業）適用 
  

事業内容 

スクリーニング調査（１次調査） 

［対象］医療機関、介護保険施設・事業所、 

     障害事業所（就労関係）、相談機関等 

［方法］アンケート調査 

［内容］若年性認知症の利用者の有無 

生活実態調査（２次調査）  

［対象］一次調査で「いる」と回答した関係 

     機関の担当者及び本人・家族 

［方法］アンケート調査 

［内容］心身・サービス利用・生活の状況 等       

訪問調査（３次調査）  

［対象］２次調査等において了解を得られた 

     本人 ・家族 

［方法］面接調査 

［内容］心身・生活の状況、必要な支援 等 

 若年性認知症の有病率及び生活実態に関する調査の概要 

スケジュール 

項　目 第１四半期（４～６月） 第２四半期（７～９月） 第３四半期（１０～１２月） 第４四半期（１～３月）

 スクリーニング調査（一次調査）

 生活実態調査（二次調査）

 訪問調査（三次調査）

調査設計

（調査票作成等）

関係機関

との調整

報
告
書
作
成

集計調査実施

集計・分析調査実施

集計・分析調査実施

＜参考＞ 平成３１年度には、東京都健康長寿医療センターと日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）との連携において全国のデータを分析予定。 

       全国調査参加自治体：北海道、山形、福島、新潟、茨城、群馬、東京、山梨、愛知（名古屋市）、大阪、愛媛 

 

 

○平成20年度に厚生労働省より発表された有病率を元にした都の若年性認知症の数は約4,000人と推計されるが、都が実施した「平成28年度認知症 

 高齢者数等の分布調査」では、日常生活自立度Ⅰ以上の若年性認知症の数は7,013人、Ⅱ以上は5,156人であり、正確な人数の把握が必要である。 
 

○前回調査から10年以上が経つこと、国においても若年性認知症を重点施策と位置付けており若年性認知症を取り巻く社会状況が変わっていること 

 などから、若年性認知症施策を新たに展開させる上で、本人・家族の生活実態を把握する必要がある。 

若年性認知症の人を取り巻く現状と課題 

資料７ 


